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政府インターネットテレビ「徳光＆⽊佐の知りたいニッポン！」
にてPPP/PFIの取組について放映中
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内閣府による支援 （平成29年度）

庁内
調整

事業化
検討

ＰＦ Ｉ 手続

事業
実施

事業
構想

事業立案

事
業
の
段
階

②高度専門家による課題検討支援
コンセッション事業等を検討している

地方公共団体等に対し、法律、会計、税
務、金融等の高度な専門的知識を有する
専門家を派遣し、情報提供、助言等の支
援を実施

PPP/PFI手法導入の優先的検討

※コンセッション事業等
高度な知見を必要とするもの

③地域プラットフォーム形成支援
地域におけるPPP/PFIの案件形成能

力の向上を図るため、行政、金融機
関、企業等の関係者が集い、ノウハ
ウ習得や情報の交換・共有を容易に
する場（プラットフォーム）の形成
や運営を支援

地元

企業

その他

有識者

地方

自治体
地域金融機関

PFI推進機構

⑦ワンストップ窓口

⑥ＰＰＰ/ＰＦＩ専門家派遣

①優先的検討運用支援
優先的検討規程を策定し具体の

事業をＰＦＩ方式で進めようと
する地方公共団体等にコンサル
タントを派遣し、規程の策定と
運用による事業進捗を支援

④新規案件形成支援
構想段階の事業案件について、

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法を導入し
ての事業化を図るためコンサ
ルタントを派遣

複数の地方公共団体等で構成される
広域的な取組等を重点支援

⑤民間提案活用支援

民間提案の活用を予定している
地方公共団体等にコンサルタント
を派遣し、公募、受付、評価、活用
検討等の取組を一連で支援

⑥ ⑦は通年対応です。ご活用ください。



・ 推進のための施策として、新たに「公的不動産における官民連携の推進」を明記
・ 平成２８年度のフォローアップにより具体的施策をブラッシュアップ（優先的検討の更なる推進等）
・ 空港をはじめとした従来のコンセッション事業等の重点分野にクルーズ船向け旅客ターミナル施設及びＭＩＣＥ施設を追加

改
定
の

ポ
イ
ン
ト

毎年度のフォローアップと事業規模や施策の進捗状況の「見える化」、アクションプランの見直しＰＤＣＡサイクル

２１兆円（平成２５～３４年度の１０年間）
コンセッション事業７兆円、収益型事業５兆円（人口２０万人以上の各地方公共団体で実施を目指す） 、
公的不動産利活用事業４兆円（人口２０万人以上の各地方公共団体で２件程度の実施を目指す）、その他事業５兆円

事業規模目標

○コンセッション事業の具体化のため、重点分野にお
ける目標の設定

○独立採算型だけでなく、混合型事業の積極的な検
討推進

コンセッション事業の推進

○インフラ分野での活用の裾野拡大

○地域プラットフォームを通じた案件形成の推進

・運用マニュアルの周知による形成の働きかけ

・広域的な地域プラットフォーム形成・運営の支援

○民間提案の積極的活用

・民間提案活用指針を平成29年度末までに策定

・民間提案支援を平成29年度から実施

○情報提供等の地方公共団体に対する支援

・バンドリング・広域化、公的不動産利活用事業の優
良事例の横展開、ワンストップ窓口の強化・周知

○PFI推進機構の資金供給機能や案件形成のための
コンサルティング機能の積極的な活用

地域のＰＰＰ／ＰＦＩ力の強化

○地域の価値や住民満足度の向上、新たな投資や
ビジネス機会の創出に繋げるための官民連携の
推進

・公園におけるＰＰＰ／ＰＦＩ手法の拡充

・遊休文教施設の利活用

・公共施設等総合管理計画・固定資産台帳の整備・
公表による民間事業者の参画を促す環境整備

公的不動産における官民連携の推進

○公共施設等総合管理計画・個別施設計画の
策定・実行開始時期に当たる今後数年間に
おいて、国及び全ての地方公共団体で優先
的検討規程の策定・運用が進むよう支援を
実施

・国及び人口20万人以上の地方公共団体にお
ける的確な運用、優良事例の横展開の具体
的推進

・人口20万人以上の地方公共団体が速やか
に策定完了するよう支援実施

・地域の実情や運用状況を踏まえた人口20万
人未満の地方公共団体への適用拡大

実効性のある優先的検討の推進

PPP/PFI推進のための施策

改
定
版
概
要

今後多くの公共施設等が老朽化による更新時期を迎える中、公的負担の抑制に資するＰＰＰ／ＰＦＩが有効な事業は
どの地方公共団体等でも十分に起こりうるものであり、また良好な公共サービスの実現・新たなビジネス機会の創出
も期待できるため、国及び地方は一体となってＰＰＰ／ＰＦＩの更なる推進を行う必要がある

背
景

空港【６件達成】、水道【６件：～平成３０年度】、下水道【６件：～平成２９年度】
道路【１件達成】 、文教施設【３件：～平成３０年度】、公営住宅【６件：～平成３０年度】
クルーズ船向け旅客ターミナル施設 【３件：～平成３１年度】、ＭＩＣＥ施設 【６件：～平成３１年度】

コンセッション事業
等の重点分野

ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（平成29年改定版）
（平成29年６月９日PFI推進会議決定）（概要）

※橙字は主な改定事項
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ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（平成29年改定版） 推進のための施策

公的不動産における官民連携の推進

○地域の価値や住民満足度の向上、新たな投資や
ビジネス機会の創出に繋げるための官民連携の
推進

・公園におけるＰＰＰ／ＰＦＩ手法の拡充

・遊休文教施設の利活用

・公共施設等総合管理計画・固定資産台帳の整備・
公表による民間事業者の参画を促す環境整備

公的不動産における官民連携の推進

２１兆円（平成２５～３４年度の１０年間）

コンセッション事業 ７兆円

収益型事業 ５兆円 （人口２０万人以上の各地方公共団体で実施を目指す）

公的不動産利活用事業 ４兆円 （人口２０万人以上の各地方公共団体で２件程度の実施を目指す）

その他事業 ５兆円

事業規模目標
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ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン(平成29年改定版） 推進のための施策

実効性のある優先的検討の推進

○公共施設等総合管理計画・個別施設計画の
策定・実行開始時期に当たる今後数年間に
おいて、国及び全ての地方公共団体で優先
的検討規程の策定・運用が進むよう支援を
実施

・国及び人口20万人以上の地方公共団体にお
ける的確な運用、優良事例の横展開の具体
的推進

・人口20万人以上の地方公共団体が速やか
に策定完了するよう支援実施

・地域の実情や運用状況を踏まえた人口20万
人未満の地方公共団体への適用拡大

実効性のある優先的検討の推進



優先的検討の推進の背景

○ 厳しい財政状況、⼈⼝減少の中で、我が国の⽣活インフラを効率的に整備・運営し
ていくことが必要。
○ 新たな事業機会の創出や⺠間投資の喚起による経済成⻑を実現していくことが必要。

（１）課題

（２）対応

公共施設等の整備等の⽅針を検討するに当たって、多様なPPP/PFI⼿法の導⼊
が適切かどうかを、⾃ら公共施設等の整備等を⾏う従来型⼿法に優先して検討
する仕組みを導⼊

○ 公共施設等の整備等に⺠間の資⾦、経営能⼒及び技術的能⼒を活⽤してい
くことが重要。
○ 多様なPPP/PFI⼿法を拡⼤することが必要。

PPP／PFI⼿法導⼊を優先的に検討する仕組みを構築した各省庁及び⼈⼝20万⼈以上
の地⽅公共団体（181団体）等の数を2016年度末までに100％
（経済・財政再⽣アクション・プログラム（平成27年12⽉24⽇経済財政諮問会議））

（３）⽬標
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国及び全ての人口20万人以上の地方公共団体において、速やかに優先的検討規程

の策定が完了するよう、内閣府担当者が未策定団体を訪問するとともに、策定に係る
説明会を開催予定

○平成29年3月末時点の優先的検討規程の策定状況についてアンケート調査を実施（回答率：100%）

○国における策定状況
策定済（平成29年3月末時点） ： 69.2% 今後策定予定含む ： 100.0%（平成29年9月達成見込み）

○人口20万人以上の地方公共団体における策定状況
策定済（平成29年3月末時点） ： 67.4% 今後策定予定含む ： 99.4%

※今後の進捗見込み 平成29年6月末：75.7% 9月末：80.1% 平成30年3月末：91.7%

うちH29年度中

13 9 69.2% 4 4（※2） 13 100.0% 0

都道府県 47 34 72.3% 13 10 47 100.0% 0

政令市 20 18 90.0% 2 2 20 100.0% 0

人口20万人以上の市区 114 70 61.4% 43 32 113 99.1% 1

小　計 181 122 67.4% 58 44 180 99.4% 1

（参考）人口20万人未満の市区町村 1,607 24 1.5% 182 36 206 12.8% 1,401

合　計 1,788 146 8.2% 240 80 386 21.6% 1,402

策定済・予定団体数 策定しない

国

地
方
公
共
団
体

今後策定予定
策定主体 団体数 策定済（※1）

（※1） 地方公共団体の策定済には「平成29年3月中に策定見込み」と回答した団体も含む
（※2） 2省庁は平成29年4月に策定見込み

PPP/PFI優先的検討規程の策定状況の概要
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（参考） 優先的検討規程の策定状況（人口20万人未満の市区町村）

○優先的検討規程の策定見込み
⇒ 今後206団体で策定予定 （うち、60団体が平成30年3月末までに策定予定）

○平成29年3月末時点で策定済の24団体 ※「平成29年3月末までに策定見込み」と回答した団体含む

団体名 （参考）人口 団体名 （参考）人口

1 秋田県 鹿角市 3.3万人 13 山梨県 甲府市 19.3万人

2 茨城県 常陸太田市 5.5万人 14 長野県 上田市 16.0万人

3 茨城県 神栖市 9.5万人 15 静岡県 袋井市 8.7万人

4 栃木県 日光市 8.6万人 16 大阪府 守口市 14.5万人

5 埼玉県 狭山市 15.4万人 17 兵庫県 高砂市 9.3万人

6 埼玉県 八潮市 8.6万人 18 奈良県 桜井市 5.9万人

7 千葉県 木更津市 13.4万人 19 奈良県 平群町 1.9万人

8 千葉県 八千代市 19.5万人 20 広島県 東広島市 18.5万人

9 千葉県 四街道市 9.2万人 21 山口県 山口市 19.4万人

10 東京都 東久留米市 11.7万人 22 徳島県 三好市 2.8万人

11 東京都 多摩市 14.8万人 23 大分県 別府市 12.1万人

12 新潟県 粟島浦村 363人 24 鹿児島県 指宿市 4.3万人

人口20万人未満の市区町村（1,607団体）
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ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン(平成29年改定版） 推進のための施策

地域のＰＰＰ／ＰＦＩ力の強化

○インフラ分野での活用の裾野拡大

○地域プラットフォームを通じた案件形成の推進

・運用マニュアルの周知による形成の働きかけ

・広域的な地域プラットフォーム形成・運営の支援

○民間提案の積極的活用

・民間提案活用指針を平成29年度末までに策定

・民間提案支援を平成29年度から実施

○情報提供等の地方公共団体に対する支援

・バンドリング・広域化、公的不動産利活用事業の優
良事例の横展開、ワンストップ窓口の強化・周知

○PFI推進機構の資金供給機能や案件形成のための
コンサルティング機能の積極的な活用

地域のＰＰＰ／ＰＦＩ力の強化



官側の課題
（地⽅公共団体等）

⺠側の課題
（地域の⺠間事業者等）

税財源負担を抑えた公共施設等の整備、維持管理、公共サービスの提供が必要
PPP/PFIの積極的活⽤が必要

地域での
PPP/PFI案件

の創出
＋

事業の質的向上

地域での
PPP/PFI
推進上の
課題

○ 地元事業者や議会の理解が得られない
○ 庁内に知識・ノウハウが蓄積されていない
○ 事業部署ごとに検討されるため、

従来型ありきの事業⼿法検討となりやすい
○ PPP/PFIの活⽤⽅法、公有資産の市場価値や

活⽤アイデアがわからない 等

○ PFIは⼤⼿ゼネコンしか受注できないイメージ
○ PPP/PFIについて知識・ノウハウがない
○ 発注者の指⽰が細かく、創意⼯夫の余地が

少ない
○ 官⺠のリスク分担が適切でなく、参画しにくい
○ ⺠間提案に必要な情報が揃っていない 等

地域プラットフォームに期待される内容
○ PPP/PFIに関する理解向上・ノウハウ習得
○ 官⺠対話による相互理解の深耕
○ ⺠間事業者の新たなビジネスチャンスの創出 等

地域プラットフォームの取組により
地域でのPPP/PFI推進上の課題を解決

⼤学教授等の
有識者等

地域⾦融機関

⾦

⺠官

学

中⽴的な⽴場で
街づくりや地域経済
発展の観点からの
助⾔等
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ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォームとは



広域的な地域プラットフォーム

水道事業の広域化

主な取組：
○ 事例研究を通じたノウハウ習得
○ 広域的なネットワーク形成
○ 具体事例での官民対話 等

Ａ市

Ｂ市

Ｃ町 Ｄ市 Ｅ町

Ｆ市

３市町で共同事業として実施

○ 2016年度末までに、内閣府・国土交通省により31地域において地域プラットフォームの形成を支援
（KPI：47（2018年度））。

○ 2017年度は複数の地方公共団体等で構成される広域的な地域プラットフォームの形成・運営を重点
的に支援する。また、運用マニュアル（2016年度作成）の周知を図り、運用マニュアルを活用したプラッ
トフォーム形成を働きかける。

市町村域を越えた広域的な検討
・複数市町村で１つの施設を整備
・上下水道などインフラについて

広域で効率的に維持管理

複数市町村間の水平的な連携強化

斎場を整備

したい

水道施設の

更新が課題

Ａ市

Ｂ市

Ｃ町 Ｄ市 Ｅ町

Ｆ市

水道
事業

水道
事業

水道
事業

水道
事業

Ｂ市

Ｃ町 Ｄ市 Ｅ町

Ｆ市
Ａ市

地元

企業

その他 有識者

地域金融機関

PFI推進機構

地方

自治体

近隣市町村と情報共有

＜例①＞ ＜例②＞

地域プラットフォームの一層の形成

促進および具体の案件形成に繋が

る効果的な運営を推進するために、

地域が主体的に地域プラットフォーム

を形成し効果的な運営ができることに

留意したマニュアルを作成

■運用マニュアル

＜構成＞

Ⅰ 地域プラットフォーム形成の意義

Ⅱ 地域プラットフォームの形成・運営

Ⅱ－１ 地域プラットフォーム形成前
の準備

Ⅱ－２ 地域プラットフォームの形成
Ⅱ－３ 地域プラットフォームの運営

Ⅲ より効果的な進め方

Ⅳ 地域プラットフォームの事例

■広域化の受け皿組織としての地域プラットフォーム
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ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォーム運用マニュアル（概要）

主な取り組み

 事例研究を通じたノウハウ習得

 異業種間のネットワーク形成

 具体案件の官民対話

 民間提案の試行 等

 地域プラットフォームとは

Ⅰ 地域プラットフォーム形成の意義

Ⅱ 地域プラットフォームの形成・運営

Ⅱ－１ 地域プラットフォーム形成前の準備
Ⅱ－２ 地域プラットフォームの形成
Ⅱ－３ 地域プラットフォームの運営

Ⅲ より効果的な進め方

Ⅳ 地域プラットフォームの事例

地域の企業、金融機関、地方公
共団体等が集まり、PPP/PFI事
業のノウハウ習得と案件形成能
力の向上を図り、具体の案件形
成を目指した取組み

 なぜ地域プラットフォームが必要なのか

 地域プラットフォームが有する機能

地域においてPPP/PFI事業に取り組む上での課題

 PPP/PFI手法導入のメリットが十分に理解されて
いない

 地方公共団体と地域企業の官民双方にノウハ
ウが不足している

 地域の企業における受注機会喪失に対する懸
念がある

 PPP/PFI事業に取り組む上で必要となる他業種
等のネットワークが不足している

 地方公共団体の考えがわからない

 どういった事業を予定しているのか、どういった
公有資産を保有しているのか分からない

 地方公共団体ではPPP/PFI手法の導入や公有資
産の活用等に関するアイデアが思い浮かばない

 民間からPPP/PFI事業に関するアイデアや意見を
提案できる機会がない

地域プラットフォームの機能

普及啓発機能

人材育成機能

交流機能

情報発信機能

官民対話機能

Ⅰ 地域プラットフォーム形成の意義

地方公共団体等の
厳しい財政状況

公共施設等の効率的且つ効果
的な整備・維持・更新が必要

PPP/PFIの活用

しかし、地域においてPPP/PFI事業に取組む上では様々な課題が存在
・大手企業に仕事を取られてしまうといった地元企業の不安
・地方公共団体がPPP/PFIの活用アイデアが思い浮かばない 等

しかし、地域においてPPP/PFI事業に取組む上では様々な課題が存在
・大手企業に仕事を取られてしまうといった地元企業の不安
・地方公共団体がPPP/PFIの活用アイデアが思い浮かばない 等

課題を解消し、官民対話を通じて多種多様なPPP/PFI事業を形成課題を解消し、官民対話を通じて多種多様なPPP/PFI事業を形成

地域プラットフォームの概要や形成の目的につい
て説明

構成

平成29年3月
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ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォーム運用マニュアル（概要）

Ⅱ 地域プラットフォーム形成・運営

 形成前の準備

地方公共団体等が地域プラットフォーム形成・運営
をどのように進めていけばよいかを、形成から運営
までのフローに沿って説明

 形成

 運営

 地方公共団体における取組み体制の整備

 運営において協力が欠かせない地域の関係者（地域
金融機関、大学、業界団体等）への協力依頼 等

 活動内容や参加者の検討
 運営体制の構築、予算の確保 等

 プログラムの決定（モデル地域の様々なプログラム事
例を紹介）

 専門家の手配 等

活動目標 PPP/PFI事業の形成 [官民対話機能]

活動内容 特定テーマに対するPPP/PFI導入適正や民間企業の参画
について意見交換

（事業を予定している給食センター・体育館について実施）

参加者 県内公共団体と民間事業者

概要 ①PPP/PFI導入適正の評価
②民間企業の参画
③実務に関する事項

④地域経済の活性化 について意見交換

地域プラットフォームの形成から運営までのフロー

【プログラム事例】 淡海公民連携研究フォーラム（滋賀大学等）

平成29年3月
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ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォーム運用マニュアル（概要）

Ⅲ より効果的な進め方

 より効果的な活動とするための運営方法

地域プラットフォームを具体の案件形成に向けた
継続的な取組みとしていくために効果的な運営方
法を紹介

主な項目

①地域プラットフォーム
活用のタイミング

開放的な対話と個別的な対話の使
い分け

②継続的な活動にする
ための工夫

候補事業の情報を継続的に提供し
ていく取組
（ロングリスト・ショートリストによる
情報提供等）

③優先的検討規程への
位置づけ

民間事業者からの意見聴取
公募要件等の情報発信

④広域的な地域プラット
フォームの形成とバンド
リング

市町村の枠を超えた広域的な案件
形成の推進、活動の継続性向上、
産学金の参画

⑤PPP/PFI事業発案の
ための民間提案促進

民間提案を促す場としての活用方
法

⑥地方公共団体以外が
主導する地域プラット
フォーム

地域金融機関や大学等が主導す
るケースの特徴・メリット

Ⅳ 地域プラットフォームの事例

単独の地方公共
団体による取組

福岡市、習志野市、岡山市、盛岡市、浜松市

広域的な取組

とやま地域ＰＦ（富山市等）、
ふくい地域ＰＦ（福井銀行等）、
淡海公民連携研究フォーラム（滋賀大学等）、
九州PPPセンターの取組み

平成29年3月

参照URL
http://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/platform/platform_index.html

内閣府PFI推進室ホームページよりアクセスできます。
ご参照ください。

14



PFI事業への参加形態としては、以下の３つのパターンが考えられます。

地方公共団体等

SPC （特別目的会社）

落札グループ（コンソーシアム）

ＰＦＩ 事業契約

出資

出

資
出

資

構成員
（設計業務）

構成員
（維持管理業務）

委
託
契
約

委
託
契
約

委
託
契
約

①

①代表企業 ・・・ ＳＰＣへの出資あり。グループ及び事業全体のマネジメントも行う。
②構成員 ・・・ ＳＰＣへの出資あり。
③協力企業 ・・・ ＳＰＣへの出資なし。

協力企業
（建設業務）

協力企業
（設計業務）

協力企業
（維持管理業務）

協力企業
（運営業務）

出

資

ＪＶ ＪＶ ＪＶ ＪＶ

構成員
（運営業務）

地元事業者のＰＦＩ への参加形態

②

③

15

協力企業
（運営業務）

代表企業

（建設業務）

構成員
（建設業務）

委
託
契
約

出資 委託
契約

注）この図はグループ構成の一例です。
業務によって構成員のみ、協力企業
のみ等、様々なパターンが考えられ
ます。企業の構成はグループの
自由です。

いずれのパターンにおいても、地元事業者の参加した事例は多数あります。



ＰＰＰ／ＰＦＩ専門家派遣

地方公共
団体等

内閣府
ＰＦＩ推進室

①申込み

②依頼③派遣

【概要】
○ １回につき半日程度で派遣（複数回の派遣も可能）
○ 専門的な立場からアドバイス、講演、質疑応答を実施
○ 派遣費用（謝金、旅費）は全額、内閣府が負担
○ 派遣後も内閣府職員が引き続き、取組をサポート

【主な内容】
○ ＰＰＰ／ＰＦＩ事業手法や事例紹介
○ ＰＰＰ／ＰＦＩ事業を進める上での課題、留意点
○ 実際の作業スケジュール、庁内体制

【調整のしくみ】

専門家

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業に取り組む地方公共団体等を支援するため、
専門的知見、ノウハウ、経験を持つ専門家を派遣する制度

ワンストップ窓口

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の実務に関する質問、問合わせに
ワンストップで対応

【概要】
○ 行政、金融、法律、会計、コンサルタント等、各

分野の専門家の意見を聴取し、内閣府が一元
的に回答

○ H26年度実績 250件
H27年度実績 474件
H28年度実績 881件

【主な内容】
○ ＰＦＩ法の考え方
○ ＰＦＩ法と他法令の関係
○ 事例紹介

地方公共団体等

内閣府ＰＦＩ推進室

①問合せ

②調整

③回答

内閣府 ＰＦＩ推進室 専門家派遣、ワンストップ窓口係

電話：03-6257-1655 ＦＡＸ：03-3581-9682

会
計

コ
ン
サ
ル

タ
ン
ト

金
融

関
係
省
庁

法
律

【派遣のしくみ】

⑥専門家派遣、⑦ワンストップ窓口 募集時期：通年
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情報提供

ＰＰＰ／ＰＦＩの導入に向けた参考資料として、先行事例集や手引き
などの情報提供を実施。

詳細については下記を御参照ください
●内閣府 民間資金等活用事業推進室(PFI推進室)HP： http://www8.cao.go.jp/pfi/
●PPP/PFIポータル(基礎編)： http://www8.cao.go.jp/pfi/portal/p_kiso_index.html
●PPP/PFIポータル(実務編)： http://www8.cao.go.jp/pfi/portal/p_jitsumu_index.html

●PFI推進室HP

●PPP/PFIポータル(実務編)

●PPP/PFIポータル(基礎編)
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内閣府 ⺠間資⾦等活⽤事業推進室 （PFI推進室）

〒100-8914
東京都千代⽥区永⽥町1-6-1 中央合同庁舎中央合同庁舎第8号館14階

TEL：03-6257-1654
FAX：03-3581-9682
URL：http://www8.cao.go.jp/pfi/
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